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はじめに
　戦後の教育改革は大きいものがあった。アメリカを中心にした占領政策の
中に、教育も例外ではなかった。学校教育を中心にして、教育行政とりわけ、
教育委員会制度は、今までにない日本の教育を大きく変えた。
　明治から敗戦時まで、教育は勅令により行われてきた。「お上」からの通
達により、教育行政が行われてきた。そこには国家主義により、主権在民が
そこなわれていた。そこにメスを入れたのが占領軍であり、アメリカであっ
た。教育委員会制度がその代表である。地方分権制度を取り入れた、民主的
な教育制度である。その中核となるのが教育長職である。それだけに、教育
長というポストは重要な立場である。
　どういう人物が教育長にならなければならないか。教育委員会の形骸化論
が叫ばれて久しい。教育委員会が機能していないということである。私自身
は9年間教育長職に就いた。あまり教育長職について考えなくて就任したが、
教育長職をしてみて、教育長がいかに重要なポストであるかを知った。
　本論文では、教育長職の誕生過程、創設の過程、誕生の背景を史的に考察
していこうとするものである。
第1節　教育刷新委員会における教育長構想
（1）教育委員会の構想
　戦前の教育行政制度は、中央集権的で官僚統制主義的性格を強く持ってい
た。第二次世界大戦後の教育行政制度改革は、戦前の教育行政に対する批判
と反省に基づき構想された行政改革の一環として行われた。1946年の「第一
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次アメリカ教育使節団報告書」及びこの使節団に協力するために組織された
日本側教育家委員会の「報告書」の提言の影響の下に、教育刷新委員会がリー
ダーシップをとりながら戦後の教育改革は進められた。当然のことながら、
それらは同年制定の憲法、翌年の教育基本法と強く結びついていた
⑴
。
　1947年に入ると、教育行政制度改革について積極的な方策が提言され、地
方教育行政制度の抜本的改革が構想された。まず、「三月に来日した米国教育
使節団は、その「報告書」の中で「文部省の権限」について述べ、文部省は
日本の精神界を支配した人々が権力の中心にあったこと」
⑵
を指摘し、この権
力が悪用されないようにその行政的管理権の削減を次のように提案した。す
なわち、①教育課程、教授法及び人事に関する現有の管理権を都道府県・市
町村へ委譲する。②視学官の制度を廃止する。③権力的な行政権限をもたず、
有能な専門的助言者の制度を設置する。④文部省を内務省から絶縁する。
　次いで、公立の初等・中等学校の教育行政は、都道府県及び市町村に委ね
られなければならないとし、各都道府県またはその他の行政単位には教育委
員会を設置すべきこと、教育委員会は政治的に独立し、一般民衆の投票で選
ばれた公民で構成すべきことなどを勧告した
⑶
。
　教育委員会制度が具体的な構想の形になるのは、日本側教育（家）委員会
が拡充改組された教育刷新委員会においてであった。第1回建議（1946年12
月）では
⑷
、
　　　（一）教育行政に関すること
　　　　　一、従来の官僚的な画一主義と形式主義の是正
　　　　　二、教育における公正なる民意の尊重
　　　　　三、教育の自主性の確保と教育行政の地方分権
　　　　　四、各級学校教育の間及び学校教育と社会教育との間の緊密化
　　　　　五、教育に関する研究・調査の重視
　　　　　六、教育財政の整備
の項目が上程されている。すなわち、そこでは、教育行政はなるべく一般行
政から独立し、かつ国民の自治による組織を持って行うこととし、そのため
に市町村と府県に、公民の選挙による教育委員会を設けて教育に関する議決
機関とし、教育委員会が教育総長（仮称）を選任してこれを執行の責任者と
する制度を提案した。この場合の教育委員会と教育総長との関係は、国会と
内閣総理大臣との関係に似ており、それ以前に試みられた学区構想の名残り
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とも見えた。
　また、同委員会の第17回建議（1948年4月）では
⑸
、
　　　　教育行政に関すること（二）―教育委員会制度の実施について―
　　 　教育行政制度の改革はわが国教育刷新の重大要件であり、本委員会は
先にその第1回建議に於て、これに関する意見を発表しているが、その実
施に就いては現下内外諸般の実情に鑑み特に以下の諸項に依てこれをな
すことが適当である。
　　一、 教育委員会は、これを議決権と執行権を持つ行政機関とし、教育の
専門家たる教育長（仮称）を選任してその事務を総括せしめる。
　　二、 教育委員会は先の建議の通りこれを都道府県、市町村及特別区に置
くことを原則とするけれども、現在の一般経済的、財政的状況、地
方民主化の実情並びに六・三制の実施状況等を考慮して漸進的にこ
れを実施することを必要とする。
　　　　（1） 当分の間都道府県、市及び特別区のみに教育委員会を置き、町村
にはこれを置かないけれども、従来の学務委員のような方法そ
の他適当なる方法に依り出来る丈民意の反映につとめること。
　　　　（2） 教育委員会委員の選挙は当分の間次の方法によること（但し解
職請求の制度を考慮する）
　　　　　　 都道府県の教育委員会委員に就ては都道府県会議長、都道府県
内の市長の互選によるもの一人、都道府県単位の町村長会長、
都道府県内の大学長高等学校長中学校長小学校長の互選による
者一人、教員組合の選出する者一人、並びに都道府県知事が産
業経済関係二人、文化関係一人、労働関係一人、婦人一人を議
会の同意を経て選任した者計十人の選考委員により、定員の三
倍の候補者を選び、これに就て一般投票を行う。市町村に就て
はこれに準ずること。
　　三、委員の数は七人乃至十一人とすること。
　　四、委員の任期は四年とし二年毎に半数交代をなすこと。
　　五、教育委員会の予算案編成及び予算執行の権限を確立すること。
　　六、 教員の人事については教員需給の調節、都道府県内の人事交流及び
教員俸給の負担関係等から見て都道府県委員会がその任免権をもつ
ことを必要とする。但し地方の実情に即するため、市区教育委員会
の具申権はこれを認める（五大市に就ては都道府県に准ずる）。
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　　七、 委員会の発足に当たって都道府県及市区に於ては実情に即するよう
適当に措置すること。
　　八、 法律が成立してもその実施迄に適当の期間をおいて十分啓蒙宣伝を
なすこと。
などが討議される議題となった。すなわち、それらをまとめると、教育委員
会を議決権と執行権を持つ行政機関とし、教育の専門家たる教育長（仮称）
を選任してこれにその事務を総括させると改め、その設置については当時の
経済的・財政的状況、地方民主化の実情、ならびに6・3制の実施状況等を考
慮して漸進的に実施することが必要であるとした。これは教育委員会法案を
めぐって文部省側と総司令部側との間に折衝が行われている最終段階におけ
る教育刷新委員会の意思表示であった
⑹
、と言われている。
（2）教育長の構想
　教育刷新委員会は、教育長についてどのように考えていたのであろうか。
その会議録から教育長について述べられている事項を抽出してみてみたい。
　教育刷新委員会で教育行政、特に教育委員会法構想について述べているの
は、第三特別委員会、教育刷新委員会第三第五連合特別委員会である。第三
特別委員会は実に16回開催されている。この中で教育長、シューパーインテ
ンデントについて述べられているところをみてみる
⑺
。
　第1回では、米国教育使節団・日本教育家委員会の各報告書の教育行政改革
勧告を受けて、教育委員会を設けるか否かの議論のなかで、シューパーイン
テンデントを教育長官あるいは書記長というような解釈が示されている。長
官と知事、例えば埼玉県知事と埼玉県教育長官ではどちらが偉いかという議
論のなかでは、教育長官の方が偉いという解釈がしめされている。（前掲書3
－21頁参照）
　第2回では、教育委員の選出・構成などを議事としているが、「教育委員会
を作り、教育委員会が教育長官を選ぶ。教育委員会が中枢になる」（38頁）と
している。シューパーインテンデントは決してインスペクトではなくて、大
島主査は「視学が回って人事の行政をやるということは教育が非常に委縮す
るから、あってはならない」（38頁）と言及している。また、石井委員から
は、「シューパーインテンデントになれるような人でなければ知事になれな
い。」（39頁）という意見が出される一方で、田島委員からは、「教育長官にな
るような人間は知事に必ずしなければということになれば、教育が行政の全
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部を取ることになる。」（39頁）との意見が出されている。（前掲書23－39頁参
照）
　第4回では、市町村に設置する教育委員会の構成、権能などを検討してい
る。「シューパーインテンデントというものが偉いものになる。地方の文部大
臣ですね。シューパーインテンデントの選出方法が一番問題だ。アメリカの
ローカルの方は普通2年となっている。」（59頁）といったことなどに言及され
ている。また、選び方についても論議されている。知事の任命にするか、少
数でやるか、一般公選にするかという論議がされている。（前掲書55－74頁参
照）
　第6回では、「府県と同じように市町村にもシューパーインテンデントにあ
たる者を置き、訳語として、「視学長」としたい、アメリカでは学校視察が
多いから、そういう訳語が望ましい」（88頁）とする意見が天城委員から出
された。市町村に視学長がいるならば、府県は視学総長がいいという案も出
ている。その他、教育総監、教育長という言葉も出ているが決定されていな
い。また任期について「一応4年として再選を妨げなければ、いい人ならば
何時迄も続けてやれる」との意見もあった。更に配置について「小さな村で
は必ずしも視学長を一々置かなくても、場合によっては所在の学校長を以て
代えることが出来る。」という案も出された。「教育総長の下に教育事務局を
置き、その部下の人事は教育長が勝手にやっていいだろう。」（103頁）とい
う意見も出た。渡辺委員は「委員会の権限の一部を教育長に委任する」（104
頁）とあり、委任事務規程が既にここに挙げられていることは特質されてよ
い。（前掲書87－107頁参照）
　第9回では、予算編成権について議論されているが、及川委員は、「予算の
編成権は知事が持つことになるが、教育費に関してはシューパーインテンデ
ントと二人で編成する」こととしている。第14回では、「市町村に教育委員
会を設けて、執行機関を設けて、執行機関として教育長を設ける。」（201頁）
とし、かなり議論が整理してきたことがうかがえる。市町村会の一般地方財
政との調和を述べている。（前掲書195－201頁参照）
　第3・第5連合特別委員会では、教育長の資格について「これは大学を卒業
いたしまして、その後教育学を1ヶ年間専攻した者に限り、教育長は教育委員
会が任命する。」（235頁）を原案通り「よし」としている。
　以上が、教育刷新委員会の会議録から見た「教育長」に関する記録である。
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第2節　教育委員会法下での教育長
（1）教育委員会法
　新しい教育を実現するためには、そのための寄りどころとなる法律が必要
になる。このことを教育基本法（旧）が示している。教育基本法には第10条1
項は、教育が国民の意思によって国民のために行われるものであるという民
主主義の原則を示し、同条2項は「教育行政は、この自覚のもとに、教育の目
的を遂行するために必要な諸条件の整備確立を目標として行われなければな
らない」
⑻
という文言で規定し、教育行政は教育が自主的に行われるための条
件を整備することを任務とし、それ以上の統制や介入をしてはならないとし
ている。
　では、地方教育行政は具体的にはどのように改革されたのであろうか。
1948（昭和23）年7月15日、に、教育委員会法が制定され、それに基づき「公
選制」の教育委員会が設置された。同法によれば、教育委員会は、「公正な
民意により、地方の実情に即した教育行政を行うために」設けられたのであ
る。新しい地方教育行政を担い、戦後教育の民主化の鍵となるべく導入され
た教育委員会制度は、戦後教育行政改革の柱、すなわち、①民主化、②地方
分権、③一般行政からの独立の3原則に従って進められた
⑼
。
　前に述べた教育基本法の理念を実現するために、教育委員会法は、次のよ
うな仕組みを定めていた。まず、①の民主化（民衆統制）であるが、地方公
共団体それぞれが自らの責任において教育委員会を設置して ｢ 教育・学術及
び文化に関する事務 ｣ の管理と執行の権限を与えている。このこと自体が教
育行政の地方分権を保障する仕組みであるが、これに加えて、文部大臣は、
都道府県教育委員会・市町村教育委員会に対し、｢ 行政上及び運営上指揮監
督をしてはならない ｣ としている。教育委員会は都道府県と市町村に設置さ
れ、地域の住民の選挙によって選ばれた（公選制）教育委員が、一般行政か
ら相対的に独立して、憲法・教育基本法の理念に従い、地域の特性を生かし
た教育が実現できるような教育行政を行うことをその任務としたのである。
教育行政の官僚統制を否認して、教育行政権限の執行に当たって民意を尊重
すること、さらに言えば、地域住民の教育意思に基づく教育行政、教育行政
の住民自治を意味したのである。
　また②の地方分権は、教育行政の一般行政への従属を否認して、一般行政
から機構的に独立した行政委員会として教育委員会を設置して、教育委員会
に教育行政権限の執行を委ねることを意味しており、③は、教育行政の中央
集権を否認して、教育行政の権限を地方公共団体の自主的責任において、地
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域の実情に応じて、主体的に行うことを意味している。これらはいずれも、
教育行政の自主性を制度・機構上、保障するものであり、教育委員会が教育
予算案を独自に編成して地方公共団体の長に送付することや教育予算に関す
る支出命令権を持つこと、教育に関わる ｢ 議案の原案 ｣ を作成して地方公共
団体の長に送付することなどの諸規定も一般行政からの自主性を保障する措
置であった
⑽
。
　この背景には、戦前、わが国の中央集権的官僚主義的な教育行政の批判と
それとの対比での、戦後における教育の自主性の確保と教育行政の独自の意
義などが認識されている。この教育委員会法における教育委員会組織におけ
る重要な特色としては、①地域住民の教育意思を直接反映させるべくその委
員を公選にしたこと（7条）、②教育委員会の財政自主権を明記（56～63条）
したこと、③国の一定基準や調整に従うほかは文部大臣、都道府県教委、市
町村教委の相互の間は指揮監督関係を排除する対等性を持ったこと（55条）
などをあげることができる
⑾
。
　こうした立法趣旨については、衆議院文教委員会における森戸国務大臣の
同法提案理由の説明（1948年6月19日）
⑿
でも示されている。しかし、本法は、
その後十分な蓄積や評価をまたず、1956年9月30日廃止され、「地方教育行政
の組織及び運営に関する法律」（以下、地方教育行政法）にとってかわられ
た。
（2）教育委員会法下における教育長の資格と職務
（ア）教育長の資格
　教育委員会法では、「教育長」の資格について、第41条2項　に「教育長、
別に教育職員の免許に関して規定する法律の定める教育職員の免許状を有す
る者のうちから、教育委員会が、これを任命する」と規定している。現行の
地方教育行政法では（第16条）「教育委員会の委員」から任命するのに対し、
「教育長が教職員免許状を有している者のうちから」とされている点が大きく
異なる。
　同法第78条1項、並びに同法施行令第13条では、「教育長の暫定資格」とし
て、次の各号の一に該当する者で、別に文部大臣の定める講習を修了したも
のとしている。
　　1　1年以上、学校の長の職にあった者
　　2　1年以上、視学官又は視学の職にあった者
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　　3 　1年以上、1級または2級の官吏又は吏員の職にあって、教育の職務又
は教育に関する事務に従事した者
　　4 　5年以上、3級の官吏又は吏員の職にあって教員の職又は事務に従事
した者
　　5 　その他、市町村立若しくは私立の学校の事務職員で教育に関する事
務に従事した者、市町村の吏員の職にあって教育に関する事務に従事
した者又は私立の学校の教員で、それぞれの職務の内容に応じて、文部
大臣の定める在職年数を有する者
　これは教育職員免許法が制定されるまでの経過措置であり、免許法制定に
よって同条は削除された。この点は、北岡健二、天城勲『教育委員会の理論
と実務』
⒀
においても次のように厳しく言及している。
　　 「この措置はあくまで経過的なものであつて、従つてその者に限つて、翌
年三月三十一日まで当該教育長に在任できるものである。その期間中に
おいてその者が教育長を辞職した場合の補充、あるいはその期限後にお
ける教育庁任用に当たつて、既に述べた免許状を所有する者のうちから
新規に採用しなければならないのである。」（130頁）
　また、北岡健二『教育委員会法逐条解説』
⒁
における「一問一答」でも、「資
格を有しないままで来年四月一日を迎えた場合」について「当然その職を失
うことになる」（298頁）との問答を掲載しており、この点について教育委員
会からの問い合わせがあったものと思われる。前掲2冊の著者である北岡健
二は当時文部省初等中等教育局地方課長であり、すべての市町村に教育委員
会が設置されることが義務づけられた1952年11月をめざしてまとめられたも
のであると考えられるが、1952年段階では、文部省としては、教育長の要件
として免許状を有することに完全に移行する意向であったことが伺える。な
お、免許法については第3節（1）、教育長講習については第3節（2）で詳述す
る。
　制定時において具体的にどのような人物が教育長にふさわしいと想定され
ていたかについては、文部省内教育法令研究会著『教育委員会―理論と運
営―』にその手かがりが示されている。それを見ると、「第41条教育長 教育
委員会に教育長を置く。2 教育長は、別に教育職員の免許に関して規定す
る法律の定める教育職員の免許状を有する者のうちから、教育委員会が、こ
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れを任命する。3 教育長の任期は、4年とする。但し、再任することが出来
る。第42条 教育長は、教育委員会の指揮監督を受け、教育委員会の処理す
るすべての教育事務をつかさどる。」と規定している。特質すべきこととし
て、ここで「教育長の資格」を明記していることである。この教育委員会制
度を範としたのはもちろんアメリカ合衆国である。したがって、参考として
紹介されているアメリカ合衆国の事例にみることができる。では「どのよう
な人物が教育長に推されている」か、参考になるので米国の例ではあるが紹
介する。
　　　三　教育長の資格
　　 　教育長は、極めて重要であると同時に困難な地位であるから、教育長
たるにはいろいろな資格要件が必要とされる。これについて米国のリー
ダー教授は、教育長に望ましい資格として次のような諸点を挙げてい
る。
　　1　人格者であること
　　2　人づきのすること
　　3　公の演説者としての能力あること
　　4　健康であること
　　5　勇気と程よい積極性のあること
　　6　他の人々と協力する能力があること
　　7　教育行政について優れた一般的知識を持ち特別の訓練あること
　　8 　健全な進歩的思想を持ち、又教育について健全な思想を持ち証左の
あること
　　9　1年以上、教職、視学、あるいは行政官として立派に勤め上げたこと
　　  　又教育長たるに要求される大学における最低限の教育として、クレ
ジットを与えられた大学を卒業し、1年のグラジュエイト・コースを終
えることが必要とされ、その大学における履修科目としては、政治学、
社会学、哲学、経済学、心理学、生物学並びに教育行政に重点を置いた
種々の専門教育を受けることが必要とされた。教育行政における研究
としては、教科課程、人事管理、教授法、外的交渉、行政手続き等の重
要事項とともに教育財政や学校管理を重要視しなければならない
⒂
。
（イ）教育長の職務
　では、こうした資格、資質が求められる教育長の職務はどのように想定さ
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れていたのであろうか。制定時には第42条に「教育長は、教育委員会の指導
監督を受け、教育委員会の処理するすべての教育事務をつかさどる」とされ
ていたが、第49条、及び第50条の但書の規定を合わせて、1950年の一部改正
で、第52条の3として次のように項が追加されて整備された。
　　第52条の 3　教育長は、教育委員会の指導監督を受け、教育委員会の処理
するすべての教育事務をつかさどる
　　　　　　 2　教育長は、教育委員会の行うすべての教育事務につき、助言
し、推薦することができる。
　　　　　　 3　教育長は、教育委員会の事務局の事務を総括し及びその職
員を指揮監督する。
　　　　　　 4　教育長は、自己の身分取扱いについての議事が行われる場
合を除く外、教育委員会のすべての会議に出席しなければなら
ない。この場合、教育長は、議事について発言することができ
るが、選挙及び議決に加わることができない。
　　　　　　 5　教育長は、その事務執行に関し、及び教育委員会の所轄地域
の教育に関し、必要な報告及び資料を教育委員会に提出しなけ
ればならない
⒂
。
　さきの『教育委員会法逐条解説』
⒃
では、各項について解説を加えている。
まず1項については、教育長について「他の委員会等の事務局長にみられない
特異な地位」と解釈している。「教育長と教育委員会との関係は、教育長のこ
の職務に関する限り、上司と下僚との関係」であるものの、「大綱について教
育長の行動について規律することにとどめ、細部については、教育行政の専
門家たる教育長の判断にゆだね」るとしている（180頁）。
　2項については、「この職務が又、教育長をして、他の合議制執行機関には
みられない、独特の職たらしめているのであつて、このために教育長には一
定の免許状を有する者であることが要求されるのである」（181頁）と本項の
職務の重要性を指摘している。さらに、本項の職務が第1項に定められている
職務に当然含まれるものを特に取出して規定したのではなく、「第2項の規定
による教育長の助言、推薦は、教育長が法律の規定に基いて持つ独立の権限
であつて、教育委員会の要求がなくても、自ら適当と思うものはどしどしこ
れを助言、推薦することができるのである」（181頁）と解説している。これ
によって、第1項の上下関係を越えて、専門家としてその職務が位置づけられ
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ていることが明確である。とくに、「校長、教員その他教育関係の職員の任
命、採用、昇任については、教育長の推薦又は先行に基かないでは、これを
教育委員会が行うことはできない」（181頁）として、教職員人事についての
専門性の発揮を期待していることがわかる。
　第3項については、1950年の改正以前において明確でなかった教育長と事
務局の関係を規定したものである。第4項における会議への出席は、「会議に
おける意志決定に参与することではなく、前述のように補助執行者、助言者
としての職務を果たすためである」ことが重ねて言及されおり、教育委員会
が選挙によって選出されたレーマンコントロールであることを確認してい
る。第5項では、「たとえその職務権限に属しない事項であっても所轄地域内
の教育状況について諸種の報告及び、資料を提出させることが必要であると
考えられた」からであるとし、教育委員に「正確な資料に基いて公正な判断
をさせる」ことが教育長の職務であることを示している（182～183頁）。
　しかし、アメリカ合衆国においては、この時点で、教育長の資格について、
特に法規定のある州は少なかったようである。大多数の州においては選挙民
または任命権者の判断にまかせていたようである。
　教育委員会法では、教育長に就いて一定の免許状を有することを必要とし
ている。（法41条2項）これは、近いうちに制定が予想される教育職員免許状
（仮称）の中に規定される筈である、としている。
　教育委員会法が出来たときの教育長の条件は、特に見るべきものがあるの
で、その条文をさぐってみる。すなわち、令第13条 教育委員会法78條第1項
に規定する教育長の資格を有する者とは、となっており、教育長の資格はな
かなか厳しい条件であると思われる。特に、「講習を修了したもの」となって
おり、全国4大学で講習が義務づけられていたわけである。つまり、教育長の
暫定資格として、令13条に該当すること、と文部大臣の定める講習を修了す
ること、となっているわけで、それだけ「教育長」というポストは重要な職
であるという認識であると言っても過言ではなかったのである。
　そのことについて、さらに『教育委員会月報・教育委員と教育長の職務』
⒄
を手がかりにみてみよう。
　　 　教育委員については、公選で選ぶことになった。「昭和27年10月5日の
教育委員の選挙は予想以上の成績で終わり、新たに約1万人の市町村教
育委員会は11月1日に発足した。今後の課題は、教育委員会と教育長が正
常な関係を持って機能するか否かにかかっている」と文部省は述べてい
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る。（1972、12文部月報）実際には教育委員の選挙は合計3回行われ、教
育委員会制度は定着しようとしていた。都道府県には7人の委員からな
る都道府県委員会、市町村には5人の委員からなる地方委員会が置かれ
た。それぞれのうち1人は当該地方公共団体の議員から議会で選挙する
ものとされ、それを除く委員が住民による選挙で選出された。選挙は一
般の方法により行われたが、候補者を選挙人が推薦（60人）する、とし
た点は特徴的である。なお、当初は地方議会から1名教育委員を送り込ん
でいた。任期は4年で、2年ごとに半数を改選する。委員会の開催はあら
かじめ告示され、毎月1回（定例会）、原則公開で行われた。
　また、安藤暁雄は、『教育委員会―その設置と運営―』
⒅
で、①教育委員会
の性格と組織の概要、②教育委員の職務、③教育長の職務、④教育委員会と
教育長の関係について述べているが、とくに③の「教育長の職務」について
見てみると、以下のように大きく3つの役割を提示している。すなわち、それ
らは
（1）教育委員会の事務の実際の執行に当たる職務
（2）教育委員会に対する専門的助言者としての職務
（3）教育委員会事務局の長たる職務
である。
　また、その中で、「教育長」の役割や職務を次のように規定している。
　　 　まず「教育長の性格と任期」であるが、教育長は教育長免許状を有す
る者のうちから、教育委員会が任命し、任期は4年となっている。教育長
に免許状が必要であるとする理由は、教育長が教育行政の専門家でなけ
ればならないからである。しかし、教育委員は必ずしも教育行政専門家
であることを必要としないのであって、広い視野と優れた識見、健全な
る常識を持つ一般住民、従って、教育行政的には、素人であってよいの
である。教育委員会制度は、教育行政に関して、素人である教育委員と、
専門家である教育長とを配して、一面において、公正な民意を教育行政
に反映させるとともに、他面において、教育行政を専門的、科学的に遂
行せんとするものである。換言すれば、広い視野、健全な常識と、専門
的な深い知識、技能とを調和総合しようとするものであり、専門家の独
善的傾向、危険性を健全な常識で補正とするものであるということがで
きる。
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　　 　そこで、教育委員と教育長との教育行政の執行にける分担はおのずか
ら決定される。即ち、教育委員会は、教育行政の根本方策を決定し、そ
の実現は、教育長が行うのである。
としている。また、教育長の職務については、教育委員会法52条の3で規定し
ているが、教育長の職務は、複雑であり、多方面であるが、それを分類する
と次の3つとなる、としている。
　　（1）教育長は、教育委員会の処理するすべての教育事務を執行する
　　（2） 教育長は、教育委員会の行うすべての教育事務について、助言し推
薦することができる
　　（3） 教育長は、教育委員会事務局の長としてその事務を総括し、その職
員を指揮監督する
とある。
　以上、3つの方面から述べた教育長の職務から分かるように、教育長は一面
において、教育委員会の執行機関であり、他面、事務局の長であって、教育
委員会とその事務局の両面に所属し、この両者を媒介にして、教育行政の健
全にして能率的な運営を図るものということができる。
　また、文部省調査普及局地方連絡課長、相良惟一氏は『文部時報』のなか
で、教育長のあるべき姿を述べている。これは、昭和24年当時の教育長の実
態を見ての氏の感想であるが、氏はおおむね、各地の教育長がその職責を十
分こなしているとしながらも、次のような留意点を述べている
⒆
。
　　 　教育委員が「しろうと」であるから、「教育長こそはいかなる場合にお
いても教育行政や教育内容についての専門的知識を有する練達の士であ
り、正しく教育の領域内で訓練と経験を得たもの」であらねばならない
としている。また、教育委員会と教育長との関係は騎手と名馬の関係に
似ているとか、人事院総裁と事務総長との関係であると説いている。し
かし、教育長は知事と教育部長のような関係とはまったく異なった大き
な職務権限があるが、他の教育委員をロボット化してしまったのでは、
この教育委員会制度の妙味がなくなると指摘している。あくまでも教育
長の自覚として、自分は助言者であり、補助機関であるという認識が必
要である、と指摘している。教育長は教育委員会に対して、報告や必要
な資料を提出すべきであるし、所轄地域の教育に関する全般の状況につ
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いて注意を怠ってはいけない。教育委員をつんぼさじきに置いてはいけ
ない」
と述べていることを教育長は、肝に銘じなければならないことであろう。
第3節　教育長免許状とその養成
（1）教育長の免許状
　昭和23年7月15日、教育委員会法が公布され、全国すべての市町村に合議制
による執行機関として教育委員会が創設された。これにより、教育における
公正な民意の尊重、教育の自主性の確保、教育行政の地方分権化という基本
理念が確立され、教育長は「別に教育職員の免許に関して規定する法律の定
める教職員の免許状を有する者のうちから、教育委員会が任命する」ことに
なった。
　これを受けて、「教育職員免許法」（昭和24.5.30）が制定され、教育長免許
状制度が設けられ、教育長は、教育長免許状を取得している有資格者の中か
ら、原則として任命されることになった。
　教育長免許状には、かつての教員免許状と同様に、1級免許状、2級免許状、
仮免許状の3種類があった。仮免許状は、もちろん、制度が発足してもすぐ
には正規の有資格者を確保することが困難であったために置かれたものであ
る。1級免許は教育長の2級免許状を持っていて、しかも校長等の経験が3年以
上あって、大学で8単位以上の教職単位を取得した者という条件がある。2級
免許は仮免許をもっていて、しかも校長等の経験が3年以上あって、大学で15
単位以上の教職単位を取得したものという条件がある。
　昭和24年5月31日公布の「教育職員免許法」の「第2章第4条2普通免許状　
十　教育長免許状」
⒇
が明記されており、また教育長仮免許状も認められてい
る。教育長免許状の所要資格として、基礎資格は、学士の称号を有し、また
は教員の1級普通免許状の授与を受ける資格を有すること。良好な成績で勤
務した旨の所轄庁の証明を有することを必要とする職名及び在職年数、とし
て教育職員又は官公庁若しくは私立学校における教育事務に関する職、1級
教育長免許状は5年、2級教育長免許状は3年となっており、しかも大学におけ
る教職に関する科目についての最低修得単位数は1級が45単位、2級は30単位
となっていた。
　しかも備考の欄にも注目すべき条項がある。それは「この表中校長及び教
育長の免許状授与の所得資格中、教育職員又は官公庁若しくは私立学校にお
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ける教育事務に関する職員としての在職年数には、教育長の免許状にあって
は1年以上の教員としての在職年数を含むことを要する。但し、当分の間、教
育長の免許状の場合には、教員としての在職年数を要しない。」としている。
つまり、教職経験はなくてもいい、ということである。
　また、市町村特に町村の場合は、財政的に見て、新しく教育長を選任し、採
用することはなかなか難しいのが実態であった。したがって、教育委員会法
では、しばらくの間、助役が兼任することを認めたのである。実態を調べて
見ると、こういう助役兼任をしている町村が結構多いことがわかる。その理
由は何といっても財政的な理由であろう。財政的に苦しい小規模町村にとっ
て、新たに教育長を抱えるのは大きな負担になるからである。昭和28年4月1
日現在の「教育長設置形態市町村教育委員会数」を見ると、総数9,373のうち、
専任2,214、兼任1,737、併職1,215、事務取扱4,207となっており、有資格教育
長は55％である。いかに無資格教育長が多かったかということがわかる。
（2）教育長の養成・IFEL
　各方面の教育改革が行われ、教育基本法、学校教育法、教育委員会法、教
育職員免許法等の制定によって、日本における新教育の輪郭は一応出来上
がった、といえる。しかしながらそれを運用する人が、新教育の精神と方法
を充分理解していなければ、真実の教育革新は出来ないわけである。そのた
めに、米国はアメリカから76名の学者が送り込まれ、講習が4回に分けて行わ
れた。1948年の秋から1950年の春までに、約3ヶ月の充実した講習であった。
それは、東京大学、京都大学、東北大学や九州大学で行われ、受講者は教育
長、指導主事、大学教授、青少年指導者、行政関係者で、4期合わせて1,750
名であった。この講習会の正式名称は、The institute For Educational Leadership 
IFEL（アイフェル）と呼ばれていた。
　当時の文部省教職員課長は「教育長の養成計画」『教育委員会月報』

で次
のように述べている。
　　 　このたび、全国一万人余の市町村に新たに教育委員が設置された。委
員の選挙を終わり……形の上では教育委員会は成立した。教育委員は教
育行政については素人であり、今後この委員会が健全な発達を遂げるか
どうかは、最も多く来年度のはじめに任命される有資格者その人の識
見、手腕にかかっているといっても過言ではない。教育長は、教育行政の
専門職であって、特別の教養を必要とし、その資格については教育職員
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免許法、同施行法に種々の規定がしてある。……その修了者は合計1095
名に上っている。……そうして講習修了者は教育長の仮免許状を受ける
資格を得たのである。……一般に学歴経験ともに十分な人達で新たに設
けられた町村の教育長には待遇その他の関係で就任しにくいであろう。
……官公庁の教育従事者は、5年以上の経験あるものは教育長の仮免許
状を与えられる資格があるという類のことを想定しているが、この該当
者は全国に少なくとも48000人以上に達していると推定せられる。……教
育長になるには恩給年限が続かぬとか、給与が十分出ないとか、地方教
育委員会の将来性に不安があるとかの理由で、現在の職をなげうって就
任する決意を成しえないものも多いようである。……この際、都道府県
教育委員会にお願いしたいことは、上に述べたような講習があること、
教育長の免許状がなければ4月以後は教育長となることはできないこと、
各市町村で選考する教育長のリストを作ってもらうことである。
　これらから、教育長講習も希望者が多く大変だったこと、教育長の待遇が
余りよくなく、なり手も少なかったことがわかる。しかし、反面、文部省が教
育長という職を重視していることも十分予想できる。教育長の講習は当初、4
つの主要大学のみで行われていたが、受講者の便宜も考えて、いわゆる県で
一つある学芸大学または学芸学部で受講できるようにした。市部の教育長は
12週間、町村の教育長は8週間ということもあった。
　なお、この講習会の講習期間、講習科目等については、昭和23年11月16日
文部省令に詳細な定があるので、紹介する。
　　　　教育長講習規程
　　　　　第 2条　教育委員会法施行令第13条第1項に規定する教育長の暫定
資格を与えるために行う教育長講習については、この規定の定
めるところによる。
　　　　　第3条　教育長講習は文部大臣が主催する。
　　　　　第 4条　教育長講習の受講者は、教育委員会法第13条第1項各号の
一に該当する者について、文部大臣又は都道府県の教育委員会
が選定する。
　　　　　第5条　受講者の人数は、文部大臣が定める。
　　　　　第6条　教育長講習の期間及び、開始の時期は文部大臣が定める。
　　　　　第7条　講習科目は、別表による。
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　　　　　第 8条　受講者に対しては、その学習の程度及び成績について考
査する。
　　　　　第 9条　文部大臣は、受講者の人物、学力、勤惰、健康その他の事
情について引き続き講習を受けさせることが適当でないと認め
たときは、その受講を差し止めることができる。
　　　　　第 10条　文部大臣は所定の講習科目を修了したと認めた者につい
て修了証書を与える。
　　　　　附則
　　　　　1 　この省令は、公布の日から施行し、昭和23年10月1日から適用
する。
　　　　　別表　講習科目
　　　　　1　教育原理
　　　　　2　教育の社会的基礎
　　　　　3　教育心理
　　　　　4　学校教育の原理と指導
　　　　　5　教育行政
　　　　　6　教育財政
　　　　　7　社会教育
　　　　　8　教育調査及び教育評価
（3）IFEL の参加者の声から
　また、当時、この IFEL（教育長講習）に参加した指導主事班の日浦儀一郎
氏は、『初等教育資料』

に次のような感想を寄せている。
　　 　3月6日から5月26日までの12週間にわたる IFEL を終えるにあたり、今
さまざまなことが走馬灯のように駆け巡るとし、① IFEL とは「愛減る」
ではなく「愛増える」であるという感想を書いている。子どもや妻、教
え子と離れた3ヶ月。もちろん、それらの方との愛をかみしめたものであ
ると同時に、講師のアメリカの学者、日本の大学教授との交流が「愛増
える」大きな収穫であったと記録している。豊かな国の学者、豊富な知
識というだけでなく、「疲れたでしょう。一服いかがですか。」とタバコ
を勧めてくれたアメリカの学者には、人間的な温かみを感じた、と書い
ている。みな、親切な学者先生であったようである。
　　 　そして、同時にこの講習会は「民主的なあり方をプロジェクトする講
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習会」であったようである。議長と書記を交代で引き受け、討議をして
いた。IFEL は午前9時より11時半まで講義、午後1時より3時までワーク
ショップである。そして土・日曜日は休日で、木・金の午後は見学やレク
レーションがある。このうち、ワークショップがプロジェクトなのであ
るが、ワークショップは①児童の発達について②学習指導法③カリキュ
ラム④教育目標、となっており、2週間たっぷりかけて全体討議をして進
められた。「デモクラシイは時間をかけないと育たない。」らしい。そし
てそのグループのメンバーには友情が育まれたのである。その友情はお
互いの理解を生み、自己の責任を痛感する。他人に迷惑をかけないとい
うことが、本当の意味で考えられるようになった。
と述べている。講義の内容もさることながら、その雰囲気もすこぶる有意
義であったようである。ここに、第3回文部省教育長講習会講録がある。東
京大学会場、昭和24年10月のものである。第1編 教育行政 行政法の基本
原理 地方自治法 合議制行政機関 教育政策 人事行政 第2編 教育財
政 地方財政 地方税財政 教育財政 教育財政の本質 第3編 教育原
理 教育と民主主義 教育の原理 教育の目標と教育学 日本文化の特性と
教育目標 教育哲学 第4編 教育心理学序説 精神衛生 成長と発達 社
会性の発達と指導 第5編 カリキュラムと学習指導法 カリキュラムと教
育の科学的調査 などが講義内容である。講師は現在でも知られている東京
大学、東京教育大学（筑波大学）、文部省の錚々たるメンバーである。なかに
はアメリカの学者もいた。講義録をまとめた受講者の一人、宇津木氏は「序」
で次のように述べている

。
　　 　私は幸いに第3回教育長講習会の受講生として、昭和24年10月10日よ
り同年12月23日まで約二ヵ月半東京大学でアメリカのドクター・コール
マン、ドクターカーチャ―、ドクターブルースを始め、わが国の諸先生
から講義をお聞きし又ご指導を受けることができました。
　　 　私はこの講習会に出席していろいろの感想を持ちました。先ず第一
に、自分自身が如何に浅学であり、菲才であったかを痛切に感じ、教育
者としてもっと広い視野と、深い研究をもたねばならないことをしみじ
み感じました。
　　 　第二は、私たちを指導してくださった諸先生の学識が極めて広く、し
かも深いことを感服いたしました。さすが研究の一分野担当して、その
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道の権威者であるという貫禄に魅せられたことであります。
　　 　第三は、諸先生が一つの課題に対して、研究を進めていかれる順序や
資料や、それをまとめて発表なさる技術の巧みさに驚きました。
　　 　第四は、それらの研究の中に、まだまだ解決されない問題が山積して
いることと、将来必ず解決せねばならない課題の沢山に潜んでいること
を感じ、研究心を鼓舞されました。
　　 　第五は、われわれ教育の実践者は徒らに実践の場において空転してい
るばかりでなく、常に学者と連絡をとって日本教育再建のために、これ
らの課題を解決すべき一端を負うべきであると感じました。
　　 　以上の感想から今回の講習会の講義は受講者のみ独占すべきものでな
く、広く同志に知らせて未解決の問題を少しでも多く、少しでも速く解
決していくことこそ日本の教育復興に資する一つの途ではないかと考え
て、この教育長講習会講録を作ったのであります。
　これらを読むとき、受講者の真剣な眼差しが浮かんでくる。教育長になろ
うとする方の姿勢が伝わってくる。こういう受講者ならきっとすばらしい教
育長になるであろうことが容易に想像できる。
　また、別に第4期文部省教育長講習研究集録がある。昭和25年3月のもので
ある。806ページにわたる講義録である。序文を、京都大学教育長講習会主幹
下程勇吉教授が書いている

。
　　 　ここに収められたものは第4回 IFEL 京都会場における諸研究の総合的
報告書である。ブース氏、サンズ女史、フーパー教授及び各講師の緊密
な協力的指導を得て、参加者各位が3ヶ月間熱心に研究せられた成果の
輪郭は、本書を通じてうかがわれるのである。本書を紐解かれる人々は
どの頁にも3ヶ月の日々の記憶を新たにせられるであろう。それととも
に、新しい研究の出発点として、本書は貴重なドキュメントとなること
と思われる。
　　 　多忙のため何もかも意に任せぬことばかりであった私は、各位の努力
に対して衷心の敬意を表するとともに、本書の成立に多大の助力を惜し
まなかった文部省の関口隆克氏、さらには住友衛氏の厚意に深くお礼申
し上げる次第である。
と述べている。アメリカ人教師や文部省の意気込みが感じられる。もちろん、
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全国から集まった受講者の並々ならぬ苦労と新教育にかける意気込みが感じ
られるのである。
　ここでも教育委員会、教育長についての講義が行われている。それらを列
記すると、教育委員会の運営、事務局の機構、教育長の職務権限、地方教育
委員会設置に関する諸問題、教育委員会制度の研究と批判、教育委員会の性
格、教育委員会事務局の職能と機構の考察、地方教育委員会設置範囲につい
て、地方公共団体と教育委員会との関係並びにその他運営上の諸問題などが
取り上げられている。これらの項目を見る限り、文部省の講習という感じが
強いが、こうなるのも仕方がないことであろう。
（4）教育委員会法下で求められた教育長の資質・能力
　教育委員会法における教育長はどのように規定されているのであろうか。
まず、教育委員会には必ず教育長が置かれる。教育長という職は必ず置かな
ければならない職であって、教育長のない教育委員会というのはありえない
のである。教育委員会制度のねらいが教育及び教育行政の民主化にあること
は前述の通りであるが、委員についても一般公募によって選ぶことにしてい
る。したがって委員については、必ずしも教育行政の専門家であるよりは、
むしろ地方住民の教育に対する意思を実際の教育及び教育行政に反映しうる
ような人を期待しているのである。また、教育委員会は先に述べたように、
委員が一体となって会議を通してのみ活動するので、その活動に能率を求め
ることは困難である。そこで教育委員会には、教育行政に習熟した専門家を
置いて、その専門家に実際の執行事務を行わし、教育委員会の委員の会議で
は、教育委員会としてその行うべき行政の運営の基本方針を決定することを
建前としている。このようにして、教育長は教育委員会にとって欠くことが
できない職となるわけである。
　次に教育長は教育委員会においてどのような地位を占めているのだろう
か。教育長の法的性格ともいうべきものを考えてみよう。
　先に述べたように教育委員会は地方公共団体の合議制の独立した執行機関
であり、市町村の教育委員会についていえば教育関係の市町村長ともいうべ
き地位にある。教育長は基本的にはこの執行機関としての教育委員会に対し
て補助機関としての地位にある。したがってこの点からすれば、教育委員会
に対する教育長の関係は、ちょうど市町村に対する助役の関係と同様であ
る。しかし、教育長については、助役（現在は副市長、副町長という）等の
単なる補助機関と異なった特殊の地位が与えられている。
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　まず、第一は、助役は必ず置かなければならない機関ではないが教育長は
必ず置かなければならない機関である。第二に、助役は免許状はなくてもよ
いが、教育長は免許状の所有者でなければならない。第三は、教育長には、
助役と比較して、法律上強い権限が与えられている。以上が教育長と助役を
比較したときの相違点であるが、助役も実際にはいろいろな権限を有してい
るが、法律の上からみると、このような違いがあり、教育長の有意性がある
ことが指摘できる。
　なぜ助役にこだわるかというと、現実の役場のポストを考えてみると、役
場のナンバー2は助役になってしまっている。本来、一般行政と教育行政の柱
はそれぞれ町長と教育長であるが、役場ではナンバー1が町長、ナンバー2が
助役、ナンバー3が収入役（現在はこの役職はなくなった）、ナンバー4が教育
長という序列がついているのである。平成19年度より収入役制度は廃止され
たが、依然として待遇面でも助役が教育長よりも上になっているからこだわ
るのである。給料よりもその役職の重要性が認められてほしいものである。
　当時の実態について、山梨県教育委員会学事課の小林誠一氏は、「教育長及
び指導主事の免許状について」『山梨教育月報』

で次のように述べている。
　　 　御承知のように教育職員免許法は、複雑難解と言われ、校長の免許状
についても今更これが取得の方法その他について多くの者が完全なる理
解を得ない状態にある。まして教育長の免許状についてはその対象が少
数のものに限られておったため関心はきわめてうすかったのではなかろ
うか。しかしながら教育長の選任に当たっては当然資格が問題となって
くる。村出身の退職校長とか、教育に理解有る有識者から選ぼうとして
必要な資格がない場合には残念ながら選任不可能である。
　　 　では教育長の資格はどのようにして得られるかということになるが、
……規定されているのでこれによらなければならない。最も望ましいの
は教育長の講習（IFEL）を終了することであるが、多くの場合は教育長
は……仮免許状を取得することである。
としており、実際の町村教育委員会では、仮免許状の教育長がほとんどで
あったようである。山梨県の例を見ると、教育長1級免許状0人、教育長2級免
許状0人、教育長仮免許状320人となっている。教育長講習を受けて仮免許状
を受けた者は9人となっている。教育長の1級免許状保持者となると3人とい
うデータが残っている。教育長免許状を取得した教育長がいかに少ないかを
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物語っている。
おわりに
　これまで、教育長の創設時の状態を見てきた。アメリカと文部省が刷新委
員会・刷新審議会を通して、相当やりやってきたことがわかる。日本を代表
する学者、とくに教育学者と CIE は数十回にわたり検討している。
　教育長職がいかに大事なものであるかがわかる。東京大学、京都大学等で
の3ケ月の研修を受けないと教育長免許状が取得できない。講義題目は前に
見た通りである。指導者は日本、アメリカのトップレベルの教授連中である。
受講者はその受講の雰囲気のアカデミズムに驚嘆している。
　結果は、この制度は数年で終わり、昭和31年の「地方教育行政法」の成立
により、完全に教育長免許状は無用となったわけであるが、今振り返ってみ
たとき、教育長職は教育委員会の中核となるポストであり、レイマンである
他の教員委員にアドバイスしたり、サポートしたりする重要な役職である。
その意味で、教育長は常にアンテナを高くし、情報を得るとともに、学問的
にももちろん高く、地域の保護者とのコミニュケーションも重要である。そ
の中で、その地域の教育課題を見つけ、解決していかなければならない。
　そのためには、教育長はアメリカのように、大学院の修士課程・博士課程
を修了することが必要である。私自身、教育長職を務めながら、夜間で大学
院を修了した。もちろん、町長の理解があったから、ことを成し遂げられた。
一般の教育長はそういうことができない。私はそういう点で、運がよかった。
町役場で、町長、議会、校長、住民、保護者達と対応することは大変勉強に
なった。教育行政を進めるにあたって有益であったと思っている。しかし、
大学院に学べたのは、それと同等、いやそれ以上に有益であった。大学院の
教授や准教授の先生方に、日本の教育の課題や教育的なものの見方や考え方
を学ぶことができて、本当によかったと思っている。
　そういうことからすると、今後、教育長職は、やはり、教育長免許状のよ
うなものが必要と思われる。大学院で、教育学をはじめ、教育行財政を学び、
一般の行政官と異なる、高い次元で、教育を見る目が欲しい。
　かつての教育委員会制度の下では、教育長職は重要に扱われている。今こ
そ、教育長職は単なる行政官の一人と考えたり、校長の定年退職者を起用し
たりすれば、事足りるといったことがないようにすべきだと思う。大学院で
教育長免許状を発行できるようにし、そこで教育学、教育行政学を学んで、
教育長に就任すべきだと考えている。場合によっては、教育長の公選とか面
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接試験による選考があってもいい。
　いずれにしても、現行の教育長職は占領下で難産の上に成立し、簡単には
なれない重要なポストであったということだけは再認識してもらいたい。
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